
第 209 回定期講演会 講演録 
日時: 令和 2 年 9 月 4 日（金）
（Zoom によるオンライン開催）

「すぐわかる！改正都市再生法、都市計画法

～安全で魅力的なまちづくりに向けて～／

マンションの管理の適正化と再生の円滑化について～マンション

建替え法、マンション管理適正化法の改正について～」

国土交通省 都市局 都市計画課 都市機能誘導調整室長 竹内 重貴
同 住宅局 市街地建築課 マンション政策室長 立岩 里生太

 
皆さん、大変長らくお待たせいたしました。国交

省の都市局の都市計画課で、都市機能誘導調整室

長を拝命しております、竹内と申します。本日は、

どうぞよろしくお願いいたします。

きょうは前半 時頃までの間、私のほうから、今

年の 月に成立いたしました、都市再生法、都市計

画法の改正、安全で魅力的なまちづくりに向けて

の制度改正について、ご説明させていただきたい

と思います。どうぞよろしくお願いいたします。

月 日に公布されました、都市再生法等の一

部を改正する法律全体の概要がこちらでございま

す。一つは、災害に強い安全なまちづくり。そして

もう一つは、居心地が良く歩きたくなる、魅力的な

まちづくりに関する法改正、大きく二つの制度改

正を行っております。こちらについて、それぞれ順

番にご説明させていただきたいと思います。

まず、今申し上げました、安全なまちづくりでご

ざいます。皆さん、こちらの画像は、平成 年の

月、今から約 年前になりますけれども、西日本

を中心に各地で、非常に広い範囲で未曽有の豪雨

が生じまして、そして多くの浸水、あるいは人命の

被害などが出たということは記憶に新しいかと思

います。こちらでご覧いただいているのが、岡山の

倉敷、真備町でございます。真備町ではご覧のとお

り、広範囲な浸水が起こりまして、非常に多くの被

害が生じた。この他にも西日本各地で大きな被害

が出たという災害でございます。

そして、災害といいますと、水害だけでなくて地

震もございます。平成 年の北海道道胆振東部地

震。こちらご覧いただいている画像は、北海道の厚

真町でございます。今、山肌が少しそれぞれ茶色く

なっている所が見えると思います。胆振東部地震

では、今ご覧いただいているように、山肌が大きく

崩れて、それで画面右下のほうに少し茶色いのが

飛び出していますが、山沿いの家、あるいはその田

畑が、土砂、地震に伴う土砂崩れに飲まれて、こち

らでも多くの方が亡くなっていたり、あるいは、家

屋や農地に大きな被害が出ています。私も実はこ

のとき、北海道厚真町へ、現地調査に参りました。

実は、今ご覧いただいている画像は、被害の大きさ

が端的に分かるようなのをご用意しましたけれど

も、これ以外にも、実際に行ってみると、まちの中

心部で、非常に緩い斜面、 、 メートルぐらいし

かない緩傾斜の丘までもがあちこちで崩れるなど、

非常に大きな被害が出ております。

続きまして、こちらは昨年のちょうど今からほ

ぼ 年前ですけれども、令和元年の 月台風。ご

覧いただいているのは、長野県の長野市でござい

ます。千曲川が溢れまして、ご覧いただいている画

像、左側が赤くなっているのが北陸新幹線の車両

基地、こちらでは北陸新幹線の車両が浸水しまし

た。そしてちょっと見づらいかもしれませんが、右

講演録

土地総合研究 2020年秋号180



第 209 回定期講演会 講演録 
日時: 令和 2 年 9 月 4 日（金）
（Zoom によるオンライン開催）

「すぐわかる！改正都市再生法、都市計画法

～安全で魅力的なまちづくりに向けて～／

マンションの管理の適正化と再生の円滑化について～マンション

建替え法、マンション管理適正化法の改正について～」

国土交通省 都市局 都市計画課 都市機能誘導調整室長 竹内 重貴
同 住宅局 市街地建築課 マンション政策室長 立岩 里生太

 
皆さん、大変長らくお待たせいたしました。国交

省の都市局の都市計画課で、都市機能誘導調整室

長を拝命しております、竹内と申します。本日は、

どうぞよろしくお願いいたします。

きょうは前半 時頃までの間、私のほうから、今

年の 月に成立いたしました、都市再生法、都市計

画法の改正、安全で魅力的なまちづくりに向けて

の制度改正について、ご説明させていただきたい

と思います。どうぞよろしくお願いいたします。

月 日に公布されました、都市再生法等の一

部を改正する法律全体の概要がこちらでございま

す。一つは、災害に強い安全なまちづくり。そして

もう一つは、居心地が良く歩きたくなる、魅力的な

まちづくりに関する法改正、大きく二つの制度改

正を行っております。こちらについて、それぞれ順

番にご説明させていただきたいと思います。

まず、今申し上げました、安全なまちづくりでご

ざいます。皆さん、こちらの画像は、平成 年の

月、今から約 年前になりますけれども、西日本

を中心に各地で、非常に広い範囲で未曽有の豪雨

が生じまして、そして多くの浸水、あるいは人命の

被害などが出たということは記憶に新しいかと思

います。こちらでご覧いただいているのが、岡山の

倉敷、真備町でございます。真備町ではご覧のとお

り、広範囲な浸水が起こりまして、非常に多くの被

害が生じた。この他にも西日本各地で大きな被害

が出たという災害でございます。

そして、災害といいますと、水害だけでなくて地

震もございます。平成 年の北海道道胆振東部地

震。こちらご覧いただいている画像は、北海道の厚

真町でございます。今、山肌が少しそれぞれ茶色く

なっている所が見えると思います。胆振東部地震

では、今ご覧いただいているように、山肌が大きく

崩れて、それで画面右下のほうに少し茶色いのが

飛び出していますが、山沿いの家、あるいはその田

畑が、土砂、地震に伴う土砂崩れに飲まれて、こち

らでも多くの方が亡くなっていたり、あるいは、家

屋や農地に大きな被害が出ています。私も実はこ

のとき、北海道厚真町へ、現地調査に参りました。

実は、今ご覧いただいている画像は、被害の大きさ

が端的に分かるようなのをご用意しましたけれど

も、これ以外にも、実際に行ってみると、まちの中

心部で、非常に緩い斜面、 、 メートルぐらいし

かない緩傾斜の丘までもがあちこちで崩れるなど、

非常に大きな被害が出ております。

続きまして、こちらは昨年のちょうど今からほ

ぼ 年前ですけれども、令和元年の 月台風。ご

覧いただいているのは、長野県の長野市でござい

ます。千曲川が溢れまして、ご覧いただいている画

像、左側が赤くなっているのが北陸新幹線の車両

基地、こちらでは北陸新幹線の車両が浸水しまし

た。そしてちょっと見づらいかもしれませんが、右

講演録

 

側のほうに丸が見えると思います。こちらのほう

が、千曲川が破堤した所です。ご覧のとおり、非常

に大きな範囲で浸水被害が起こっております。こ

の元年 月台風のときには、長野県だけではなく

て、東日本各地で、同様の大きな被害が発生してい

まして、浸水エリア、これは国の管理河川だけでも

約 万 ヘクタール、大阪市の面積と同じくら

いの面積で浸水被害が発生しまして、死者、行方不

明者が 名超、住家の全半壊 万 棟、それ

から浸水が 万 棟と、非常に大きな被害が出

ています。

こうした災害の恐怖が全国各地を襲っていると

いうことが、防災、減災対策をしっかりやっていか

ないといけないという大きな世論、そして取り組

みにつながってきております。

さて、ちょっと違った絵をご覧ください。全国各

地で指定が進むレッドゾーン、それからイエロー

ゾーンで、どんなことが起きているのかというも

のを、二つほどご紹介したいと思います。こちらが

左下にございますけれども、市街化調整区域で土

砂のレッドがかかっている所、要は土砂災害のリ

スクが大きいという所の 年の画像でございま

す。これは、ほぼ田畑が広がっている、のどかな里

山の風景でございます。それが 年になります

と、市街化区域と書いてある所、画面の真ん中辺り、

その外が市街化調整区域です。先ほどご覧いただ

いた 年の画像とこの 年を比べますと、

左下、アパートが増えています。それから、下のほ

うにかけて、さまざまな開発が起こっております。

昔の 年の里の風景が、かなり様変わりをして

おります。 年の画像です。赤い線を引いた所

で土石流が発生して、それぞれ住宅地などに大き

な被害が出ております。本来、市街化調整区域のハ

ザードエリアで開発が行われて、被害が出てしま

ったという一つの例でございます。

もう一つ、浸水のほうご覧いただきます。こちら

は 年、ちょうど昭和から平成に変わるところ

です。同じく市街化調整区域で、ちょっと見づらい

ですけれども、このエリア、浸水想定 メートルか

ら メートルというふうにされているエリアでご

ざいます。昭和から平成に変わる頃は、林が広がっ

て、それから田んぼと、あと、ちょっとした林があ

る、こんなのどかな田園風景だったのが、 年。

そこが 年になりますと、その林が、ほぼミニ

開発、多分、戸建ての分譲住宅に変わっております。

ちょっと前の所、左側が少し林、そして下が田んぼ、

右側が同じような林みたいな所、それぞれ、林や田

んぼがなくなって、そこに分譲住宅が建てられて

いく。これが 年の姿です。ここは浸水想定

メートルから メートルのエリア。ここがどうな

ったかといいますと、ちょっと見づらいですけれ

ども、 年、赤い丸の所、茶色くなっているこ

とが分かると思います。これ、いずれも、実は昨年

の 月台風で、こういった調整区域の中で、浸水想

定 メートルから メートルのエリアに建ってい

る建物、これがいずれも茶色く、要は浸水の被害を

受けてしまったというものです。少し振り返りま

す。元々が調整区域、そして、のどかな田園風景だ

ったと、これが住宅になり、そして昨年の台風で浸

水被害に遭った。こういったことが、災害の激甚化

に伴って、全国各地で発生しているというのが、特

に近年の状況でございます。

さて、昨年の東日本台風で、実際どんな所で洪水

被害が発生したのかというのを、調べたのがこち

らでございます。長野、水戸、川越、郡山、須賀川、

いずれも浸水被害が起きている市、代表的なとこ

ろを抽出しております。ここでご覧いただきたい

のは、グレーの市街化調整区域です。長野市では浸

水区域の パーセント、水戸は パーセント、

川越 パーセント、郡山 、須賀川が

となっています。実際に洪水被害が大きかった市

で、浸水発生エリアのほとんどは、実は市街化調整

区域で起こっています。そして他の数字、下のほう

から積まれている数字を言いますと、長野市で

パーセントとなっている所、これ実は、居住

誘導区域で浸水被害が生じています。そしてこの

オレンジの部分というのは、市街化区域の中で、郡

山市で パーセントとなっている所は、市街化

区域の居住誘導区域外、そしてグレーの赤字が市

街化調整区域、その上にある パーセント、

パーセントと書いてある所、須賀川 、郡山

というのが、都計外になります。

こうして見ますと、浸水被害というのは、圧倒的

に市街化調整区域で発生している。そして、市街化

区域で発生しているというのは、郡山以外、それほ

ど多くはないですけれども、居住誘導区域外が多

い。そして、長野市について見ますと、居住誘導区

域の中でも、かなり浸水被害が生じてしまってい

ると。こういったところが見て取れます。

こうした激甚化する災害を受けまして、国土交

土地総合研究 2020年秋号 181



 

通省でも赤羽大臣の下、ソフト、ハード一体となっ

た取り組みを進めていこうということで、大臣プ

ロジェクトとして、『いのちとくらしをまもる防災

減災』という取り組みを進めております。

その中で、今ご覧いただいているのが、『災害リ

スクを踏まえた安全なまちづくり』。これは、例え

ばダムとか堤防といった、ハードの治水対策、ある

いはその避難情報をよく伝達するということに加

えて、人の住まい方、あるいはその土地利用につい

ても、自然リスクの抑制の観点から、見直しをして

いこうという取り組みを進めています。左下にあ

りますけれども、その中でも、災害ハザードエリア

になるべく住まわせないための、土地利用規制、誘

導として、新たな開発の抑制、それから移転の促進、

あるいは防災、減災とコンパクトシティの連携や

支援の強化ということがうたわれているところで

ございます。

そうした中で、今回の法改正というのが行われ

ています。安全なまちづくり関係で言いますと、大

きく三つのポイント。今申し上げたとおり、ハザー

ドエリアで、いかに新たな開発を抑制していくの

か。二つ目が、ハザードエリアからの移転をどうい

うふうに進めていくのか。そしてもう一つが、今、

都市とまちづくり政策で進めているコンパクトシ

ティなどの取り組み、そしてまちなかの融合エリ

アの防災対策をいかに強化していくのか。この三

つのポイントで、今回、安全なまちづくりの法改正

というのを行っております。

左側にありますのが、今申し上げた一つ目の、開

発の抑制の話。災害レッドゾーン、それからイエロ

ーなどにおいて、それぞれ開発の厳格化をしてお

ります。それから、立地適正化計画の強化、これは

三つ目になりますけれども、コンパクトシティな

どの取り組みの中で、防災というのをしっかり位

置付けていこうというもの。そして、右下にありま

すのが、移転の促進の支援でございます。それぞれ

について、その中身をこれからご説明させていた

だきます。

まず、その前に、レッドゾーン、イエローゾーン

は、そもそもどんなものがあるのかということを

整理いたしましたのが、今ご覧いただいている表

でございます。レッドゾーン、これ、災害危険区域、

それから土砂災害特別警戒区域、地すべり、急傾斜

と、この 種類がございます。それぞれ、都道府県

知事などが、一定の基準に基づいて指定をいたし

まして、法律に基づいて建築あるいは開発の規制

がかかります。レッドゾーンというのは、いわば災

害リスクから撤退すべきエリア、こういった所に

は、基本的には開発をしちゃいかんよということ

を求めるエリアでございます。

その下にありますのが、イエローゾーン。浸水、

土砂災害、あと、洪水想定区域などがございます。

こちらについては、リスクとの共生。わが国の国土

条件からすると、災害リスクがほとんどないとい

う所は、実はそれほど多くありません。特に海岸沿

い、あるいは川沿いの都市部などですと、浸水リス

クとともにまちが発展してきた歴史もございます。

こうしたイエローゾーン、こちらについては、建築

や開発の行為の規制ではなくて、もし仮にリスク

が生じた場合の対策を十分講じるべき区域という

ふうに、ご理解いただければと思います。

今ご紹介いたしました、このレッドゾーンにつ

きましては、現在の法律でも、レッドゾーンの開発

は原則禁止されています。その禁止されている対

象というのが、他の人に分譲する住宅、賃貸住宅、

それから他の人の業務の用に供する施設、貸ビル、

貸オフィスなどでございます。ここに自らの業務

用施設、例えば、自社ビル、それから自らが経営す

る病院、こういったものを、新たにレッドゾーンで

の開発を原則禁止するという改正を行っています。

実はこれ、もともと自己の業務用に供する施設が

開発の原則禁止の対象になっていなかったのは、

自らの業務の用に供するので、開発にあたって、そ

のエリアの災害リスクなどは十分知っているだろ

うという前提にあたって、こうした制度になって

いたというふうに、過去、整理されておりましたけ

れども、ただ、近年の災害を見てみますと、業務用

施設について、自己以外の業務、あるいは自己の業

務の用に供する施設、いずれについても大きな被

害が発生し、そして甚大な財産に被害が及ぶよう

な事態が生じているということに着目しまして、

自己の業務用施設についても、レッドゾーンの開

発規制、開発の禁止対象に新たに追加するという

改正を行っております。

続きまして、先ほど申し上げました市街化調整

区域です。近年の、特に浸水被害などを見てみます

と、先ほどご覧いただいたとおり、多くは市街化調

整区域で起こっています。その市街化調整区域に

ついては、皆さん、開発許可の実務に精通されてい

る方ですと、聞いたことあるかもしれませんが、こ
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ています。安全なまちづくり関係で言いますと、大

きく三つのポイント。今申し上げたとおり、ハザー

ドエリアで、いかに新たな開発を抑制していくの

か。二つ目が、ハザードエリアからの移転をどうい

うふうに進めていくのか。そしてもう一つが、今、

都市とまちづくり政策で進めているコンパクトシ

ティなどの取り組み、そしてまちなかの融合エリ

アの防災対策をいかに強化していくのか。この三

つのポイントで、今回、安全なまちづくりの法改正

というのを行っております。

左側にありますのが、今申し上げた一つ目の、開

発の抑制の話。災害レッドゾーン、それからイエロ

ーなどにおいて、それぞれ開発の厳格化をしてお

ります。それから、立地適正化計画の強化、これは

三つ目になりますけれども、コンパクトシティな

どの取り組みの中で、防災というのをしっかり位

置付けていこうというもの。そして、右下にありま

すのが、移転の促進の支援でございます。それぞれ

について、その中身をこれからご説明させていた

だきます。

まず、その前に、レッドゾーン、イエローゾーン

は、そもそもどんなものがあるのかということを

整理いたしましたのが、今ご覧いただいている表

でございます。レッドゾーン、これ、災害危険区域、

それから土砂災害特別警戒区域、地すべり、急傾斜

と、この 種類がございます。それぞれ、都道府県

知事などが、一定の基準に基づいて指定をいたし

まして、法律に基づいて建築あるいは開発の規制

がかかります。レッドゾーンというのは、いわば災

害リスクから撤退すべきエリア、こういった所に

は、基本的には開発をしちゃいかんよということ

を求めるエリアでございます。

その下にありますのが、イエローゾーン。浸水、

土砂災害、あと、洪水想定区域などがございます。

こちらについては、リスクとの共生。わが国の国土

条件からすると、災害リスクがほとんどないとい

う所は、実はそれほど多くありません。特に海岸沿

い、あるいは川沿いの都市部などですと、浸水リス

クとともにまちが発展してきた歴史もございます。

こうしたイエローゾーン、こちらについては、建築

や開発の行為の規制ではなくて、もし仮にリスク

が生じた場合の対策を十分講じるべき区域という

ふうに、ご理解いただければと思います。

今ご紹介いたしました、このレッドゾーンにつ

きましては、現在の法律でも、レッドゾーンの開発

は原則禁止されています。その禁止されている対

象というのが、他の人に分譲する住宅、賃貸住宅、

それから他の人の業務の用に供する施設、貸ビル、

貸オフィスなどでございます。ここに自らの業務

用施設、例えば、自社ビル、それから自らが経営す

る病院、こういったものを、新たにレッドゾーンで

の開発を原則禁止するという改正を行っています。

実はこれ、もともと自己の業務用に供する施設が

開発の原則禁止の対象になっていなかったのは、

自らの業務の用に供するので、開発にあたって、そ

のエリアの災害リスクなどは十分知っているだろ

うという前提にあたって、こうした制度になって

いたというふうに、過去、整理されておりましたけ

れども、ただ、近年の災害を見てみますと、業務用

施設について、自己以外の業務、あるいは自己の業

務の用に供する施設、いずれについても大きな被

害が発生し、そして甚大な財産に被害が及ぶよう

な事態が生じているということに着目しまして、

自己の業務用施設についても、レッドゾーンの開

発規制、開発の禁止対象に新たに追加するという

改正を行っております。

続きまして、先ほど申し上げました市街化調整

区域です。近年の、特に浸水被害などを見てみます

と、先ほどご覧いただいたとおり、多くは市街化調

整区域で起こっています。その市街化調整区域に

ついては、皆さん、開発許可の実務に精通されてい

る方ですと、聞いたことあるかもしれませんが、こ

 

の市街化調整区域の中でも、市街地に隣接してい

る区域などを条例で指定すると、市街化区域同様

の開発が可能になるという、いわゆる 号条例、

号条例という区域がございます。こちらについ

て、現在は政令で、原則として、災害リスクのある

土地の指定区域から除外するというふうに書いて

ありますけれども、この条例の区域から、災害レッ

ドゾーン、あるいは浸水ハザードエリアの一定の

所を除外するということを、明文で求める改正を

行っております。具体的な基準は、レッドと、それ

から浸水ハザードエリアの中で特にリスクの高い

エリアというのを除外するなどになりますが、今

後政令、省令の改正で定める予定です。

続きまして、災害レッドゾーン開発についての

勧告、公表制度の創設でございます。現在の制度、

では、居住誘導区域外で一定の開発をするときに

届け出なさいという届出と、支障があるときは勧

告できることになっています。こちらについて、今

回、レッドゾーンの開発の勧告については、事業者

が従わなかったときは、その事業者の名前や場所

など公表することができるという制度を設けてお

ります。公表によって、レッドゾーンでの開発につ

いては、心理的圧迫を含む効果をもつ公表制度を

今回、創設し、立地適正化区域のうち、誘導区域外

で行われるレッドゾーンの中の開発を抑制してい

きたいと考えております。

続きまして、移転の促進でございます。ハザード

エリアから移転の促進は、言うはやすく、行うは難

しいものです。と言いますのも、移転するエリアの

中に住んでらっしゃる方にとっては、例えば、住み

慣れた土地で愛着が強いということもありますし、

それから、いざ引っ越そうと思うと、費用であると

か手続きが非常に大変であると。そうしたことか

ら二の足を踏むということも少なくありません。

今回の法改正で、市町村が主体になって、移転者の

コーディネートを行って、具体的な計画を作り、そ

して手続き、登記の手続きなどを代行すると。それ

から、開発許可手数料を減免する。そうした、要は

権利の移転に関するお手伝いをすること、あるい

は移転のお手伝いをすることで、そうした方々の

手続きや負担、あるいは金銭的な負担を、少しずつ

軽減させることができるという制度を作っており

ます。

それからもう一つ、開発許可手続きの特例制度

の法律。これは現行制度でいいますと、レッドゾー

ンの中の住宅や施設が、同じその市街化調整区域

のレッドゾーンの外に移転する場合、要は、調整区

域の中で、現行ではレッドからレッド以外に移転

する場合、開発許可の基準がそのまま適用されま

して、基本的には不許可になってしまう。見直し後

は、調整区域から調整区域の移転でも、レッドゾー

ンの中から外に移転する場合は、災害リスクの低

減に資すると言うことで、特例的に開発を許可す

ることといたしました。市街化調整区域の中での

開発は、本来望ましくないですけども、赤から赤以

外に移転するという場合は、特例的に開発を許可

していく。こうした形でもまた、レッドゾーンから

の移転というのを促そうということを考えており

ます。

続きまして、財政的な支援でございます。集団移

転、防災集団移転促進事業について、集団性、これ

は住宅団地の整備要件を一定の場合、要は堤防が

未整備の場合などの整備要件、 戸から 戸に緩

和する。それから、住宅局で所管するがけ近事業に

ついても、ご覧のような支援メニューを用意して

おります。

それから病院、福祉施設の移転につきまして。こ

ちらについては病院、福祉施設がまちなかに移転

する場合に、都市構造再編集中支援事業の補助対

象事業費、これをかさ上げするという形で支援を

強化しております。これは今年度予算から行って

いる取り組みでございます。

続きまして、先ほど申し上げた三つ目、コンパク

トシティ、都市局で進めているまちづくり施策に

防災の考え方を入れていこうということでござい

ます。こちら、防災指針の概要でございます。これ、

コンパクトシティの立地適正化計画の中で、防災

指針というのを作ることができることとしまして、

その防災指針で防災まちづくりの将来像、あるい

は目標、取り組みの方針というのを決めて、ハード、

ソフトから、安全確保の対策を位置付けていただ

くということを、新たに制度として位置付けてお

ります。

あともう一つですけれども、居住誘導区域の中

に、先ほど少し、浸水ハザードが居住誘導区域に入

っているという長野市の例がございましたけれど

も、これ、今回レッドゾーンについては、居住誘導

区域から原則的に除外すると、地すべり、それから

急傾斜、土砂のレッドについては、来年の秋を予定

しておりますけれども、居住誘導区域として定め
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ない区域に、明示的に追加をすることにしており

ます。ちなみに、この立地適正化計画についてです

けれども、どのぐらいの立地適正化計画のエリア

にレッドあるいはイエローを含んでいるのかとい

うのは、今ご覧いただいている表でございます。レ

ッドが含まれている土地、これ実は、総数 都市

でございます。かなり少なくなっています。一方で、

特に浸水イエローというのは、 割近くがイエロー

を立適で含んでいるという形になっていまして、

総数でも 都市にイエローが含まれていると、

このような現状をご紹介させていただきます。

今申し上げたように、先ほど申し上げた 点に

ついて、まず安全なまちづくりを進めていく観点

からの制度改正をしております。今後もまた、防災、

あるいは安全なまちづくりに向けて、さまざまな

制度の拡充、見直しを行っていきたいというふう

に考えている次第でございます。

安全なまちづくりについては、以上でございま

す。

続きまして、今度は魅力的なまちづくりでござ

います。これが先ほど申し上げた法案のもう一つ

の柱でございます。これも、制度改正の概要を簡単

に、まずご説明させていただきます。

今ご覧いただいている数字、これ、社会とか経済

の多様化を示す数字でございます。働き手の多様

化、女性の就労率、 年役 パーセントになっ

ています。高齢者、約 パーセント、企業構成も

多様化しています。働き方も多様化。例えでいいま

すと、フリーランスの方の経済規模、 年で

兆円まで伸びています。右側、消費の多様化、訪日

外国人。最近のコロナで少し、かなり落ち込んでい

るとはいえ、 年現在では、 兆円が訪日外国

旅行者による消費といわれております。

そうした中で、まちの多様性とイノベーション

はどう関係するのだろうか、という点について、か

いつまんでご紹介します。例えば、ジェイン・ジェ

イコブズさんでいうと、都市、魅力的で活気ある都

市の条件は、多様性であると。それに必要なのは、

用途も年代も状態も、いろんな建物が混在して、い

ろんな人が集まる所だ。ヤン・ゲールさん。歩き、

滞留する人が、街の可能性を高める。滞留できる広

場というのは、 倍の活動、そして メートル、

メートルで景色が変わるのが、歩きたくなる街

の条件。ちなみに メートル、 メートル景色

が変わらないと退屈になるそうです。そして、歩い

ている目の高さを、いい街にすべき。あるいは、多

くの人がいるまちなかはイノベーションを生み出

す組み合わせの橋渡しを担うといったことを言わ

れています。

もう一つご紹介します。こちらは、ブルッキング

ス研究所の資料でございます。イノベーションが

起こる地区の条件、この三つの要素。経済資産、そ

れからネットワーク資産、空間資産。まず、経済資

産。これは、例えば高度なクリエーティブ企業、あ

るいはインキュベータ、アクセラレータ、そうした

ものがあるかどうか、こういう資産を持っている

か、ネットワーク、ワークショップやっているか、

あるいはハッカソンやっているか、そうしたネッ

トワークの資産。そして、左側にあるのが空間資産

です。こちらは、例えば、公共空間、公園とか広場、

そして民間空間。そうした都市空間っていうのを、

この三つがそろって、イノベーションのエコシス

テムが起こってくると。これまでですと、イノベー

ション関連の施策というと、このエコノミックア

セッツ、あるいはネットワーキングアセッツ、こち

らのほうが注目されがちでしたけれども、実はこ

の空間資産というのをどうしていくのか、ここを

イノベーションが起こる地区になるように、育て

ていく。こうした発想というのも、これからイノベ

ーション、そして経済の活性化、そして地域の活性

化のためには、イノベーションという観点からま

ちの空間を見直していく、そしてつくり上げてい

くという取り組みが必要であるというふうに、考

えています。

こちらは三つの 。そして、イノベーションとか

ダイバーシティに必要なのは、テクノロジー、ある

いはタレント、そしてトレランス、寛容さだといっ

た、三つの いずれも大事だというふうにいわれ

ています。

世界の潮流はどうなっているのか。今申し上げ

たように、歩行ってキーワードが出てきましたけ

れども、これはニューヨークのタイムズスクエア。

実際に行ったことがある方、あるいは新年にカウ

ントダウンでご覧になっている方も多いと思いま

す。 年、約 年前のタイムズスクエア、こち

らは両側に車道が入って、そしてきらびやかなネ

オンが、そして歩道が建物側に寄っているという

のが、 年以前でございます。このニューヨー

クのタイムズスクエア、車道を廃止しました。そし

て、そのタイムズスクエアの車道部分、ここを人が
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ない区域に、明示的に追加をすることにしており

ます。ちなみに、この立地適正化計画についてです

けれども、どのぐらいの立地適正化計画のエリア

にレッドあるいはイエローを含んでいるのかとい

うのは、今ご覧いただいている表でございます。レ

ッドが含まれている土地、これ実は、総数 都市

でございます。かなり少なくなっています。一方で、

特に浸水イエローというのは、 割近くがイエロー

を立適で含んでいるという形になっていまして、

総数でも 都市にイエローが含まれていると、

このような現状をご紹介させていただきます。

今申し上げたように、先ほど申し上げた 点に

ついて、まず安全なまちづくりを進めていく観点

からの制度改正をしております。今後もまた、防災、

あるいは安全なまちづくりに向けて、さまざまな

制度の拡充、見直しを行っていきたいというふう

に考えている次第でございます。

安全なまちづくりについては、以上でございま

す。

続きまして、今度は魅力的なまちづくりでござ

います。これが先ほど申し上げた法案のもう一つ

の柱でございます。これも、制度改正の概要を簡単

に、まずご説明させていただきます。

今ご覧いただいている数字、これ、社会とか経済

の多様化を示す数字でございます。働き手の多様

化、女性の就労率、 年役 パーセントになっ

ています。高齢者、約 パーセント、企業構成も

多様化しています。働き方も多様化。例えでいいま

すと、フリーランスの方の経済規模、 年で

兆円まで伸びています。右側、消費の多様化、訪日

外国人。最近のコロナで少し、かなり落ち込んでい

るとはいえ、 年現在では、 兆円が訪日外国

旅行者による消費といわれております。

そうした中で、まちの多様性とイノベーション

はどう関係するのだろうか、という点について、か

いつまんでご紹介します。例えば、ジェイン・ジェ

イコブズさんでいうと、都市、魅力的で活気ある都

市の条件は、多様性であると。それに必要なのは、

用途も年代も状態も、いろんな建物が混在して、い

ろんな人が集まる所だ。ヤン・ゲールさん。歩き、

滞留する人が、街の可能性を高める。滞留できる広

場というのは、 倍の活動、そして メートル、

メートルで景色が変わるのが、歩きたくなる街

の条件。ちなみに メートル、 メートル景色

が変わらないと退屈になるそうです。そして、歩い

ている目の高さを、いい街にすべき。あるいは、多

くの人がいるまちなかはイノベーションを生み出

す組み合わせの橋渡しを担うといったことを言わ

れています。

もう一つご紹介します。こちらは、ブルッキング

ス研究所の資料でございます。イノベーションが

起こる地区の条件、この三つの要素。経済資産、そ

れからネットワーク資産、空間資産。まず、経済資

産。これは、例えば高度なクリエーティブ企業、あ

るいはインキュベータ、アクセラレータ、そうした

ものがあるかどうか、こういう資産を持っている

か、ネットワーク、ワークショップやっているか、

あるいはハッカソンやっているか、そうしたネッ

トワークの資産。そして、左側にあるのが空間資産

です。こちらは、例えば、公共空間、公園とか広場、

そして民間空間。そうした都市空間っていうのを、

この三つがそろって、イノベーションのエコシス

テムが起こってくると。これまでですと、イノベー

ション関連の施策というと、このエコノミックア

セッツ、あるいはネットワーキングアセッツ、こち

らのほうが注目されがちでしたけれども、実はこ

の空間資産というのをどうしていくのか、ここを

イノベーションが起こる地区になるように、育て

ていく。こうした発想というのも、これからイノベ

ーション、そして経済の活性化、そして地域の活性

化のためには、イノベーションという観点からま

ちの空間を見直していく、そしてつくり上げてい

くという取り組みが必要であるというふうに、考

えています。

こちらは三つの 。そして、イノベーションとか

ダイバーシティに必要なのは、テクノロジー、ある

いはタレント、そしてトレランス、寛容さだといっ

た、三つの いずれも大事だというふうにいわれ

ています。

世界の潮流はどうなっているのか。今申し上げ

たように、歩行ってキーワードが出てきましたけ
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歩けるオープンスペースとして大々的に開放して、
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『 』、『 』、『 』、『 』、
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計画的に進めていかないといけない。そうした中

で、まちなかのメインストリートの駐車場の出入

り口規制、駐車場の出入りに使う通りは別にして

ください、あるいは、配置の適正化をしたことを、

制度として位置付けさせていただいております。

それから、占用許可の申請、また、滞在快適性等

向上区域、法令的な用語でいうとこうなりますが、

ウォーカブルなまちなかの形成を目指す区域で、

例えば今ご紹介したいのは、道路を例えばイベン

トで使う、あるいは公園をさまざまなバラエティ

ーに富んだ用途に使う、そうしたときの占用許可

の申請、これについて、いろんな主体が入った都市

再生推進法人を経由した申請書の提出、あるいは

法人による申請のサポートを法律に明記していま

す。例えば経営をサポートすれば、実際に事前協議、

役所との事前協議がスムーズな、あるいは実際に

イベントする方、占用許可を取り慣れている方は

そんなに多くありません。そうした方に対する、申
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請のアドバイスをする、あるいは逆に許可をする

側からすれば、都市再生推進法人に許可。あともう

一つが、市町村への都市再生推進法人の監督の要

請も、もう一つ制度で盛り込んでいます。これ、ち

なみに、丸の内の仲通り、つい先日もさまざまなイ

ベントを実施しておりましたけれども、こういっ

た所で実際に行われているこの先進事例を、制度

化して全国各地で使っていただこうというふうに、

考えているところでございます。

続きまして、今度は普通財産の活用でございま

す。市町村の財産をまちづくりに使えるように、普

通財産の貸し付けを支援メニューとして位置付け

ています。これ、例えばですけども、岐阜の多治見

市では、駅の北口の市有地を安く買い受けて、地元

の特産である、陶器とかタイルを楽しめるレスト

ランを整備、運営する。あるいは、富良野では、市

有地を安く借り受けて、マルシェを運営する。そう

した、公共が持っている財産を有効に活用する。そ

のためにする安価な財産の貸し付けなどを、メニ

ューとして位置付けております。そして、企業支援

というのもございます。これは民間都市開発推進

機構が、都市再生推進法人に対する低利貸し付け。

これで、例えばまちづくり、いろんなベンチを作る、

あるいは植栽を作る、そうした事業に対して金融

の支援を行う。制度の活用イメージでございます

けれども、例えば広場のベンチ、あるいは、歩道の

植栽、そうしたところに対する低利融資の支援制

度も作っております。そして、これは道路法ででき

ました、歩行者利便増進道路、あるいは、まちづく

りの区域を併用することで、道路については車線

を減らして歩道を広げる、あるいは、カフェやベン

チを設置する占用制度の緩和、こうした道路法の

特例、そしてまちなかエリアの区域のさまざまな

所へ組み合わせることによって、さらに自由度の

高いまちのつくり方、魅力的なまちづくりという

のができるようになる。こうした制度の支援メニ

ューをご用意しているところでございます。

今、申し上げた、こちらが魅力的なまちづくりの

法改正の概要でございます。魅力的なまちづくり、

今ご覧いただいた方もお感じのように、法律の制

度を改正する、これだけが、もちろん私どもの行う

支援の全てではございません。例えば、ノウハウの

支援、それから補助金による支援、それから税によ

る支援、さまざまな支援メニューを組み合わせて、

私どもがご支援する。こういった努力も進めてま

いりますし、やはり何より、まちづくりを進めてい

らっしゃる、きょうお聴きいただいている皆さま

の、まさにその取り組み、さまざまな知恵とアイデ

アに満ちあふれた取り組みで、それぞれのまちを

盛り上げていく、それが何より重要だと考えてい

ます。私ども国交省としても、きょう皆さまの魅力

的なまちづくりに関する取り組み、あるいはまた、

安全なまちづくりに関する取り組みというのを、

引き続きご支援していければ、あるいは一緒に良

くしていければというふうに思っております。ど

うぞよろしくお願いします。

これをもちまして、まずは安全なまちづくり、魅

力的なまちづくり、今回の法改正に関する解説、簡

単ながら以上とさせていただきます。

ただ今ご紹介いただきました、国土交通省住宅

局市街地建築課マンション政策室の立岩と申しま

す。よろしくお願いいたします。本日は、『マンシ

ョンの管理の適正化、再生の円滑化について』と題

して、先の通常国会で成立した改正法についてお

話をさせていただきたいと思います。全部で四つ

の柱がございます。最初に法改正の内容に入る前

に、『マンションの現状と課題』について触れさせ

ていただいて、それから『これまでの取組』を踏ま

えた上で、『法改正概要』として、一つ目に「管理

適正化法の改正概要」、二つ目に「建替円滑化法の

改正概要」、それぞれについてお話をさせていただ

ければと思います。最後に、時間があれば、『マン

ションに係る予算制度』についても触れさせてい

ただければと思います。

１．マンションの現状と課題

それでは早速、一つ目の『マンションの現状と課

題』についてです。そもそも、日本で最初にマンシ

ョンが登場したのは、昭和 年、渋谷区で日本初

の公的分譲住宅、宮益坂ビルディングが竣工して

売りに出されました。このビルの建替えがちょう

ど 月に完了して、住宅や店舗複合型の新たな区

分所有建物になっています。一方、民間の初めての

分譲住宅は、四谷コーポラスで、宮益坂から 年後

に新宿区でできています。こちらもアトラス四谷

本塩町として、すでに建替えがなされています。宮

益坂については、先日、竣工したものを見に行った
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のですが、その際、事業者から、最初にビルディン

グができたときの管理組合規約をいただくことが

できました。区分所有法もできていない当時です

が、組合役員の選出方法、議決権や管理費の考え方

など、共同管理等についてのルールが定められて

います。

こうして始まった我が国のマンションですが、

そもそも分譲マンションとは何か。これについて

は、「建物の区分所有等に関する法律」、いわゆる区

分所有法で色々とルールが定められています。そ

して、法令上、マンションを定義しているものとし

ては、今回、改正された「マンションの管理の適正

化の推進に関する法律」があります。この法律で、

『 以上の区分所有者が存在する建物で人の居住

の用に供する専有部分のあるもの』に敷地及び付

属施設を加えて、マンションとして定義をしてい

ます。

このマンションが、今、日本には、推定ストック

総数で 万戸存在していると考えられます。国

勢調査による 世帯当たりの平均人員を単純に掛

けると、 万人超、国民の約 割の方々が住ま

われている居住形態ということです。また、地域別

の分布については、マンション管理業協会の調査

で把握されている戸数によると、首都圏、愛知県、

近畿圏、北海道、広島、福岡で 万戸を超えるス

トックを擁しているといった状態です。カルトグ

ラムで図示してみると、マンションの地域分布は、

非常に偏りもあるものだということが分かるかと

思います。

こうしたマンションストックの状況ですが、こ

のうち、築 年を超えるマンションが足元でみる

と、今のところ 万戸、マンションストック総数

の パーセントぐらいになっています。これが

年後には 万戸、 年後には 万戸と急増し

ていくことが見込まれております。

同時に、居住者や区分所有者の方々の高齢化と

いったことも、やはりマンションの経年とともに、

比率が高まっています。昭和 年以前に建築され

たマンションについてみると、 歳以上のみの世

帯の割合が、過半を超えているというようなこと

になっています。また、高齢化だけではなくて、賃

貸化や空き住戸化についても、やはり、古いマンシ

ョンで比率が高まっています。

そして、ハードの高経年化と居住者や区分所有

者の方々の高齢化、いわゆる「二つの老い」の影響

もあり、長期修繕計画の作成や修繕積立金の積立

が上手くなされていないような状況も出てきてい

ます。例えば、長期修繕計画は作成されていても、

その計画に対して、必要な積立金の額が不足して

いるマンション、積立額が計画に比べて不足して

いるマンションが直近の調査では 割を超えてい

る状況となっています。

適時適切な修繕が行われなくなってくると、特

に高経年マンション、築 年超のマンションでは、

生命、身体、財産に影響する問題が現れる比率が高

まってきます。例えば、雨漏り、給排水管の老朽化

による漏水や、外壁等が落ちてしまう、剥落してし

まうといったようなことも見受けられるようにな

ります。こうして、さらに修繕等がなされずに放置

されると、外部不経済が発生してきます。現に、多

くはありませんけれども、居住者や近隣住民等の

生命、身体に危険を生じるマンションが出てきて

います。

滋賀県の野洲市のマンションでは、外壁や手す

りが崩落をして、近隣住民の方々も非常に不安を

感じる状態になっていました。このため、 年

には、建築基準法に基づいて、区分所有者の方々に

剥落防止の措置等をしなさいという勧告がなされ、

その後、改善指導書の送付等も行われましたが、修

繕や除却はなされませんでした。そこで、 年

に「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づ

き、特定空家に指定され、解体命令が出されました。

しかし、区分所有者の方々が自前で解体をするこ

とが難しい状況にあり、結局、今年、行政代執行で

市が解体をしています。解体工事の総費用は、 億

円を超えています。管理不全マンションへの対応

には、ここからも見て取れるように、多大な時間的、

金銭的コストを要するおそれがあります。

このようなマンションは、極端な例かもしれま

せんが、そうなる前に除却、建替えに至った実績は、

令和 年 月 日現在で累計 件となっていま

す。戸数ベースでは大体 万戸。マンションストッ

クが約 万戸ある中で 万戸にとどまっている

ということになります。もちろん、 万戸全てが

建替えの必要なマンションではありませんが、非

常に少ない数字にとどまっています。

この背景には、建替事業における採算性の低下

があります。建替えをする前後の建物で容積率を

どれだけ使っているのかを比較してみた従前従後

の利用容積率は、低下傾向にあります。建替えにあ
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たって、容積率を従前よりも多く使って、元々の区

分所有者が再入居する住戸以外の余った床、余剰

として出てきた床を売って、事業費を賄うという

ようなことが、なかなか厳しくなってきています。

それと裏腹の関係ですけども、建替えの竣工年別

で見たときに、区分所有者の方々が事業費をどれ

ぐらい負担しているかという平均負担額は、年々、

増加傾向にあります。

以上が現在の『マンションの現状と課題』という

ことになります。

２．これまでの取組

それでは、少し遡って、マンションに関する『こ

れまでの取組』をご紹介させていただきます。マン

ションに関する法体系としては、一番ベースにな

る権利義務関係、維持管理や再生に関する基本ル

ールを定めた区分所有法が昭和 年に施行をされ

ています。そして、管理業者などの民間による適正

な管理を促進するための仕組みについては、平成

年に施行されたマンション管理適正化法で定め

られました。また、建替え等の再生に関する事業手

法を定めたマンション建替円滑化法は、平成 年

に施行されています。

このマンション管理適正化法は、法目的として、

マンションにおける良好な居住環境の確保という

ことを掲げています。また、そのために、国におけ

る管理適正化指針の作成、マンションの問題に対

処する専門家としてのマンション管理士制度の創

設、マンション管理業の登録制度、さらにはマンシ

ョン管理適正化推進センターの指定といったこと

が定められています。

そして、法律の他にも、マンションの標準管理規

約といったものを国において定めています。管理

規約は、区分所有法に基づいて、マンションの管理

や使用に関する区分所有者間相互の事項を定める

もので、いわば、マンション管理の最高自治規範と

言えます。その標準モデルとして、昭和 年に建

設省住宅宅地審議会の答申という形で、まず、中高

層共同住宅標準管理規約というものが出されてい

て、それが今は、マンション標準管理規約となって

普及されているところです。

また、こうした通常のルールに加えて、長期修繕

計画をつくるための標準様式作成ガイドラインや

修繕積立金についてのガイドラインなども、この

間、整備をしてきたところです。

ここまでは日常のマンションのルールや住み続

けるための修繕に係る取組でした。しかし、最終的

にはマンションにも寿命がきて、建替え、敷地売却

といったフェーズに入っていくことになります。

これについては、区分所有法に基づいて、建替え決

議を行って建て替えるパターンのほか、マンショ

ン建替円滑化法に基づいて、建替組合を設立して、

権利を束ねて、一括変換して建替えるといったパ

ターン、あるいは、同じく建替円滑化法に基づいて、

いったん売却してしまう、全て更地にして、そこに

デベロッパーなどが新たな建物を建てて、そこか

ら買い戻すといったパターンが再生のための事業

手法として用意されています。

これらの再生手法には、それぞれに、メリット、

デメリットがあります。例えば、区分所有法の建替

え決議のみで建替える場合は、必要な手続きが少

なくて済みます。小規模な建替えなどでは、区分所

有法に基づく建替え決議の後は、特段、建替円滑化

法のスキームなどにはよらずに進められている事

例が見受けられます。一方、建替円滑化法に基づく

建替えについては、少数の反対者が生じても、着実

に事業を進められること、マンション敷地売却に

ついては、従前マンションが「物」ではなく、「お

金」に置き換わるので、権利調整が容易なことなど

のメリットがあります。

それでは、このような仕組みやガイドライン等

を踏まえて、今般の『法改正概要』をご説明させて

いただきたいと思います。

３．法改正概要

今般の法改正にあたっては、国土交通省の社会

資本整備審議会住宅宅地分科会の下に、マンショ

ン政策小委員会を設置して、「地方公共団体による

マンション管理適正化への管理の強化・充実」、そ

れから「マンション再生の円滑化の多様なニーズ

に対応した事業対象の拡充」、さらには、「団地型マ

ンションの柔軟な再生を可能とする手法の充実」

といったことについて、検討をいただきました。本

年 月にこの小委員会の取りまとめをいただいて

います。

まずは、その取りまとめにおける「マンションを

取り巻く現状と課題」について、特に 点触れてお

きたいと思います。

点目は、新耐震基準マンションの高経年化です。

今のところ、 年超の新耐震基準マンションはあ
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たって、容積率を従前よりも多く使って、元々の区

分所有者が再入居する住戸以外の余った床、余剰

として出てきた床を売って、事業費を賄うという

ようなことが、なかなか厳しくなってきています。

それと裏腹の関係ですけども、建替えの竣工年別

で見たときに、区分所有者の方々が事業費をどれ

ぐらい負担しているかという平均負担額は、年々、

増加傾向にあります。

以上が現在の『マンションの現状と課題』という

ことになります。

２．これまでの取組

それでは、少し遡って、マンションに関する『こ

れまでの取組』をご紹介させていただきます。マン

ションに関する法体系としては、一番ベースにな

る権利義務関係、維持管理や再生に関する基本ル

ールを定めた区分所有法が昭和 年に施行をされ

ています。そして、管理業者などの民間による適正

な管理を促進するための仕組みについては、平成

年に施行されたマンション管理適正化法で定め

られました。また、建替え等の再生に関する事業手

法を定めたマンション建替円滑化法は、平成 年

に施行されています。

このマンション管理適正化法は、法目的として、

マンションにおける良好な居住環境の確保という

ことを掲げています。また、そのために、国におけ

る管理適正化指針の作成、マンションの問題に対

処する専門家としてのマンション管理士制度の創

設、マンション管理業の登録制度、さらにはマンシ

ョン管理適正化推進センターの指定といったこと

が定められています。

そして、法律の他にも、マンションの標準管理規

約といったものを国において定めています。管理

規約は、区分所有法に基づいて、マンションの管理

や使用に関する区分所有者間相互の事項を定める

もので、いわば、マンション管理の最高自治規範と

言えます。その標準モデルとして、昭和 年に建

設省住宅宅地審議会の答申という形で、まず、中高

層共同住宅標準管理規約というものが出されてい

て、それが今は、マンション標準管理規約となって

普及されているところです。

また、こうした通常のルールに加えて、長期修繕

計画をつくるための標準様式作成ガイドラインや

修繕積立金についてのガイドラインなども、この

間、整備をしてきたところです。

ここまでは日常のマンションのルールや住み続

けるための修繕に係る取組でした。しかし、最終的

にはマンションにも寿命がきて、建替え、敷地売却

といったフェーズに入っていくことになります。

これについては、区分所有法に基づいて、建替え決

議を行って建て替えるパターンのほか、マンショ

ン建替円滑化法に基づいて、建替組合を設立して、

権利を束ねて、一括変換して建替えるといったパ

ターン、あるいは、同じく建替円滑化法に基づいて、

いったん売却してしまう、全て更地にして、そこに

デベロッパーなどが新たな建物を建てて、そこか

ら買い戻すといったパターンが再生のための事業

手法として用意されています。

これらの再生手法には、それぞれに、メリット、

デメリットがあります。例えば、区分所有法の建替

え決議のみで建替える場合は、必要な手続きが少

なくて済みます。小規模な建替えなどでは、区分所

有法に基づく建替え決議の後は、特段、建替円滑化

法のスキームなどにはよらずに進められている事

例が見受けられます。一方、建替円滑化法に基づく

建替えについては、少数の反対者が生じても、着実

に事業を進められること、マンション敷地売却に

ついては、従前マンションが「物」ではなく、「お

金」に置き換わるので、権利調整が容易なことなど

のメリットがあります。

それでは、このような仕組みやガイドライン等

を踏まえて、今般の『法改正概要』をご説明させて

いただきたいと思います。

３．法改正概要

今般の法改正にあたっては、国土交通省の社会

資本整備審議会住宅宅地分科会の下に、マンショ

ン政策小委員会を設置して、「地方公共団体による

マンション管理適正化への管理の強化・充実」、そ

れから「マンション再生の円滑化の多様なニーズ

に対応した事業対象の拡充」、さらには、「団地型マ

ンションの柔軟な再生を可能とする手法の充実」

といったことについて、検討をいただきました。本

年 月にこの小委員会の取りまとめをいただいて

います。

まずは、その取りまとめにおける「マンションを

取り巻く現状と課題」について、特に 点触れてお

きたいと思います。

点目は、新耐震基準マンションの高経年化です。

今のところ、 年超の新耐震基準マンションはあ

 

りませんが、 年後には 万戸、 年後には

万戸ほどになってきます。新耐震基準で 年を超

えてくるマンションに対して、どのように向き合

っていけばいいのか。新耐震基準ですから、まずは

しっかりと長持ちさせて欲しい、長寿命化を図っ

て欲しい。そのためには、管理を日頃からしっかり

と適正化して欲しいと考えています。

しかし、区分所有者の高齢化を始めとする様々

な要因から維持管理が難しくなってきて、建替え

をということになったとき、現行の建替円滑化法

のスキーム、特に敷地売却制度などは、あくまでも

耐震性不足のマンションにしか適用されないこと

になっています。このため、小委員会の取りまとめ

では、新耐震基準マンションについても、建替円滑

化法のスキームを活用できるようにするといった

ことも課題として挙げられています。

点目は、大規模団地における建替えについてで

す。これまでの建替え実績は、合意形成が図りやす

い 戸以下の小規模なものが、全体の 割を占

めていました。しかし、現在、建替えなどが検討さ

れている団地型マンションの戸数規模を調査する

と、検討中の事例のうち、 戸を超える大規模な

ものが、逆に 割近くになってきています。大規模

になればなるほど、関係者が増えて、建替えに向け

た合意形成は、難しくなってきます。これを円滑に

事業化していくための手法が課題として挙げられ

ています。

こういったことを踏まえ、小委員会の取りまと

めとしては、「管理」と「再生」、それぞれについて

ご提言をいただいています。まず、「マンションの

管理の適正化の推進」について、元々分譲マンショ

ンは民間の私有財産ではありますが、より行政の

役割を強化していくべきではないか。また、個々の

マンションについて、管理の適切性についての評

価をしっかり見える形にしていく必要があるので

はないか。こういったご提言をいただきました。

また、「マンションの再生の円滑化の促進」につ

いては、建替えの円滑化の促進、敷地売却事業の対

象の拡充、また、住宅団地における敷地分割の円滑

化といったご提言をいただきました。

そして、管理と再生の両面にわたって、専門家、

専門機関の活用をより一層促していくべきである

ということもご提言いただきました。これを受け

て、先の通常国会に『マンションの管理の適正化の

推進に関する法律及びマンションの建替え等の円

滑化に関する法律の一部を改正する法律案』を提

出。 月 日に成立し、 月 日に公布されたと

ころです。

（１）管理適正化法の改正概要

「管理適正化法の改正概要」について、ご説明さ

せていただきます。まず、これまでの国の管理適正

化指針を包含して、国や地方公共団体の役割分担

等も盛り込んだ総合的な施策を遂行していくため

に、基本方針を策定することとされました。また、

「地方公共団体によるマンション管理適正化の推

進」として、法律に基づき、地方公共団体が助言、

指導及び勧告を行えるよう、根拠規定が設けられ

ました。必要に応じて助言、指導を行い、その管理、

運営が著しく不適切である場合には、勧告をする

ことができるようになります。不適切な例として

は、管理組合の実態がないとか、管理規約が存在し

ない等々が想定されますが、今後、どういった場合

に助言、指導等を行っていくかという判断基準の

目安を、国の基本方針の中で示していきたいと考

えております。

それから、地方公共団体において、国の基本方針

も踏まえ、マンション管理適正化推進計画を作成

できるという規定が盛り込まれました。作成をす

るかしないかは自治体の判断ということになりま

す。この計画において、管理状況の実態把握方法、

管理適正化の推進施策などを位置付けていただき、

地方公共団体におけるマンション政策を計画的に

行っていただこうというものです。

そして、この管理適正化推進計画を作成した自

治体の区域においては、個々のマンションの管理

計画の認定制度が動き出すことになります。計画

を定めた地方公共団体は、一定の基準を満たすマ

ンションの管理計画を認定することができること

になります。この一定の基準についても、国が基本

方針の中で示していくことを予定しております。

ただし、国が定める基準に加えて、地方公共団体

が推進計画の中で独自の基準というものを上乗せ

付加できることになっています。これは、助言、指

導などを行う場合でも同様で、地方公共団体独自

の判断基準等を推進計画に盛り込むことができる

ようになっています。

こうした枠組みがそろったことを受けて、現在、

国においては、 月から検討会を開催し、その中で、

この基本方針や管理計画の認定基準等について、
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有識者の方々、関係する団体の皆様にもご参加い

ただいて、議論をいただいているところです。

管理計画の認定制度については、マンションの

管理組合の管理者等が自治体に対して認定の申請

を行い、自治体が基準に照らして認定を行います

が、一回、認定すれば、その後もずっとということ

ではなくて、 年ごとの更新という形になっていま

す。また、管理計画認定の申請にあたっては、省令

で定める管理計画の様式とあわせて、長期修繕計

画、積立金の残高証明書、総会議事録等の添付書類

を提出いただくことを考えております。

このような認定制度によって期待されるメリッ

トとしては、認定を取得したマンションが市場に

おいて評価されること、区分所有者全体の管理へ

の意識が高く保たれて、管理水準を維持向上しや

すくなること、こういったところにつながってい

くことを期待しています。なお、認定事務自体を行

う地方公共団体が公正で厳格な認定を行えるとい

うことが大事だと考えています。このため、国にお

いて、明確で判断しやすい基準を用意しなければ

いけないと考えているところです。

（２）建替円滑化法の改正概要

次に、建替円滑化法の改正概要についてお話を

したいと思います。

まず、改正内容の 点目は、要除却認定の対象拡

充です。老朽化が進んで、修繕も困難になってきた

マンションの再生の円滑化のために、建替円滑化

法に基づく特例制度を使うための入り口となる

「除却の必要性に係る認定」の対象を拡充しまし

た。これまでは、耐震性が不足するものだけが除却

の必要性に係る認定を受けられましたが、今回、そ

の対象をさらに四つ加えています。

建替円滑化法の特例制度に沿ってご説明すると、

まず、マンション敷地売却事業については、耐震性

が不足するものに加えて、外壁等の剥落により周

辺に危害を生ずるおそれがあるもの、それから防

火性能が不足しているもの、こうした居住者等の

生命、身体に危害を加えるおそれがあるようなマ

ンションについて、要除却認定を受けて、マンショ

ン敷地売却事業などが使えるということにしてい

ます。

それから、建替えにあたって容積率の緩和特例

が適用される対象については、これらに加えて、さ

らにバリアフリー性能が足りていないマンション、

あるいは給排水管が腐食をしていて、赤水が出る

といったようなマンションにまで拡充しました。

なお、この適用関係が分かりにくいとの声を聞く

ことがあるのですが、追加した四つの対象につい

ては、建替円滑化法の 条第 項に規定されて

います。従前、要除却認定の対象は 号の耐震性不

足しかありませんでしたが、～ 号を加えました。

このうち、 ～ 号が「特定要除却認定」として、

容積率の緩和特例のほか、マンション敷地売却事

業や、さらに後ほどご説明する団地における敷地

分割事業を活用できることとなります。また、 号

及び 号は、一般の要除却認定ということで、容積

率の緩和特例の対象ということになります。

そして、建替円滑化法の改正内容の 点目が、団

地における敷地分割制度の創設です。今後、大規模

団地で建替えの検討が進んでいく中で、現行の法

制度では、対象が団地内の一部の住棟の建替えで

あっても、敷地を共有している団地全体の合意形

成が必要となるため、合意形成を図ることが非常

に困難になるという実態があります。このため、特

定要除却認定を受けた団地内のマンションについ

ては、そのマンションだけで合意形成を図って、除

却、建替えといったことが進められるように、敷地

を分割しやすくする制度を新たに設けました。

もとより、敷地を分割することは、民法に基づい

て、団地全体の全員同意で行うことはできます。し

かし、全員同意というハードルがなかなか高い。そ

こで、建替円滑化法の中で、 分の の合意によっ

て、敷地を分割することができるというような事

業スキームを創設しました。特定要除却認定を受

けた住棟の敷地を分割すれば、その住棟だけの合

意形成でその後の事業につなげていくということ

ができるようになります。

この制度の活用のイメージとして、実際に 棟

戸の住宅団地で検討が進められている事例が

あります。団地内の 街区のマンションでは既に

耐震改修を行っていて、当面、建替えたりするよう

な意向はない。一方、 街区のマンションは、まだ

全棟耐震性が不足している状態で、耐震改修では

なくて、建替えたいという意向を持っている。こう

いった状況で、団地全体で建替えについて合意を

図ることは、非常に難しい。そこで、 街区だけの

建替えをして、低層の住棟群を集約、高層化し、余

った敷地を売却して事業費を賄おうというプラン

が出てきています。これを実現するために、今般の
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有識者の方々、関係する団体の皆様にもご参加い

ただいて、議論をいただいているところです。

管理計画の認定制度については、マンションの

管理組合の管理者等が自治体に対して認定の申請

を行い、自治体が基準に照らして認定を行います

が、一回、認定すれば、その後もずっとということ

ではなくて、 年ごとの更新という形になっていま

す。また、管理計画認定の申請にあたっては、省令

で定める管理計画の様式とあわせて、長期修繕計

画、積立金の残高証明書、総会議事録等の添付書類

を提出いただくことを考えております。

このような認定制度によって期待されるメリッ

トとしては、認定を取得したマンションが市場に

おいて評価されること、区分所有者全体の管理へ

の意識が高く保たれて、管理水準を維持向上しや

すくなること、こういったところにつながってい

くことを期待しています。なお、認定事務自体を行

う地方公共団体が公正で厳格な認定を行えるとい

うことが大事だと考えています。このため、国にお

いて、明確で判断しやすい基準を用意しなければ

いけないと考えているところです。

（２）建替円滑化法の改正概要

次に、建替円滑化法の改正概要についてお話を

したいと思います。

まず、改正内容の 点目は、要除却認定の対象拡

充です。老朽化が進んで、修繕も困難になってきた

マンションの再生の円滑化のために、建替円滑化

法に基づく特例制度を使うための入り口となる

「除却の必要性に係る認定」の対象を拡充しまし

た。これまでは、耐震性が不足するものだけが除却

の必要性に係る認定を受けられましたが、今回、そ

の対象をさらに四つ加えています。

建替円滑化法の特例制度に沿ってご説明すると、

まず、マンション敷地売却事業については、耐震性

が不足するものに加えて、外壁等の剥落により周

辺に危害を生ずるおそれがあるもの、それから防

火性能が不足しているもの、こうした居住者等の

生命、身体に危害を加えるおそれがあるようなマ

ンションについて、要除却認定を受けて、マンショ

ン敷地売却事業などが使えるということにしてい

ます。

それから、建替えにあたって容積率の緩和特例

が適用される対象については、これらに加えて、さ

らにバリアフリー性能が足りていないマンション、

あるいは給排水管が腐食をしていて、赤水が出る

といったようなマンションにまで拡充しました。

なお、この適用関係が分かりにくいとの声を聞く

ことがあるのですが、追加した四つの対象につい

ては、建替円滑化法の 条第 項に規定されて

います。従前、要除却認定の対象は 号の耐震性不

足しかありませんでしたが、～ 号を加えました。

このうち、 ～ 号が「特定要除却認定」として、

容積率の緩和特例のほか、マンション敷地売却事

業や、さらに後ほどご説明する団地における敷地

分割事業を活用できることとなります。また、 号

及び 号は、一般の要除却認定ということで、容積

率の緩和特例の対象ということになります。

そして、建替円滑化法の改正内容の 点目が、団

地における敷地分割制度の創設です。今後、大規模

団地で建替えの検討が進んでいく中で、現行の法

制度では、対象が団地内の一部の住棟の建替えで

あっても、敷地を共有している団地全体の合意形

成が必要となるため、合意形成を図ることが非常

に困難になるという実態があります。このため、特

定要除却認定を受けた団地内のマンションについ

ては、そのマンションだけで合意形成を図って、除

却、建替えといったことが進められるように、敷地

を分割しやすくする制度を新たに設けました。

もとより、敷地を分割することは、民法に基づい

て、団地全体の全員同意で行うことはできます。し

かし、全員同意というハードルがなかなか高い。そ

こで、建替円滑化法の中で、 分の の合意によっ

て、敷地を分割することができるというような事

業スキームを創設しました。特定要除却認定を受

けた住棟の敷地を分割すれば、その住棟だけの合

意形成でその後の事業につなげていくということ

ができるようになります。

この制度の活用のイメージとして、実際に 棟

戸の住宅団地で検討が進められている事例が

あります。団地内の 街区のマンションでは既に

耐震改修を行っていて、当面、建替えたりするよう

な意向はない。一方、 街区のマンションは、まだ

全棟耐震性が不足している状態で、耐震改修では

なくて、建替えたいという意向を持っている。こう

いった状況で、団地全体で建替えについて合意を

図ることは、非常に難しい。そこで、 街区だけの

建替えをして、低層の住棟群を集約、高層化し、余

った敷地を売却して事業費を賄おうというプラン

が出てきています。これを実現するために、今般の

 

建替円滑化法改正によって創設される敷地分割制

度を活用し、全員同意ではなく、 分の の合意で

もって 街区と 街区の敷地を分割して、 街区だ

けの合意形成でその後の事業を進めていくといっ

たことが想定されるところです。

以上が、今般の法改正のご説明です。

４．マンションに係る予算制度

最後に、ご参考になりますが、今年度から措置し

ている予算制度について、簡単にご紹介させてい

ただきたいと思います。

まず一つ目は、ソフトの事業です。主に管理適正

化法の改正を受けて、地方公共団体において、推進

計画を作るために実施する実態調査等について補

助するものです。地方公共団体の方々には、是非、

この補助金も活用いただき、推進計画を作成して

いただきたいと考えております。

また、ハードについても、モデル事業という形で

予算を用意してあります。こちらは、個別の老朽化

マンションの再生検討、それから実際の改修、建替

えなどについて、先導的な取組を支援する予算で

す。補助の対象となる事業のタイプは 段階に分

かれていて、計画段階と実際の工事段階それぞれ

について支援をさせていただきます。管理組合や

管理会社、デベロッパーの皆様が、もしマンション

の改修等を検討していたら、本予算の活用もご検

討いただければありがたいと思います。

今般の法改正の全面施行は令和 年 月を予定

しております。新たな制度が現場でワークするも

のとなるよう、国としても努めてまいりますので、

管理組合、区分所有者、管理会社やデベロッパーの

皆様、地方公共団体を始めとする関係各位のご協

力をお願いして、私からのご説明を終わります。ご

清聴ありがとうございました。
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